
四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

平成２９年３月３１日  

四日市市長  森  智 広  

四日市市規則第８号 

四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則  

四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（昭和６０年四日市市規則第

６号）の一部を次のように改正する。  

 

改正後 改正前 

（特別休暇） （特別休暇） 

第１４条 条例第１１条の規則で定める

場合は、次の各号に掲げる場合とし、そ

の期間は当該各号に定める期間とする。 

第１４条 条例第１１条の規則で定める

場合は、次の各号に掲げる場合とし、そ

の期間は当該各号に定める期間とする。 

(1)から(8)まで （略） (1)から(8)まで （略） 

(9) 生後１年に達しない子を育てる職

員が、その子の保育のために必要と認

められる授乳等を行う場合 １日２

回それぞれにつき３０分を超えない

範囲で必要な期間（男性職員にあって

は、その子の当該職員以外の親（当該

子について民法第８１７条の２第１

項の規定により特別養子縁組の成立

について家庭裁判所に請求した者（当

該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場合に限る。）であっ

て当該子を現に監護するもの又は児

童福祉法第２７条第１項第３号の規

定により当該子を委託されている同

法第６条の４第２号に規定する養子

縁組里親若しくは同条第１号に規定

(9) 生後１年に達しない子を育てる職

員が、その子の保育のために必要と認

められる授乳等を行う場合 １日２

回それぞれにつき３０分を超えない

範囲で必要な期間（男性職員にあって

は、その子の当該職員以外の親が当該

職員がこの号の休暇を使用しようと

する日におけるこの号の休暇を承認

され、又は労働基準法第６７条の規定

により同日における育児時間を請求

した場合は、１日２回それぞれ３０分

から当該承認又は請求にかかる各回

ごとの期間を差し引いた期間を超え

ない期間） 



する養育里親である者（同法第２７条

第４項に規定する者の意に反するた

め、同項の規定により、養子縁組によ

って養親となることを希望している

者として委託することができない者

に限る。）を含む。）が当該職員がこ

の号の休暇を使用しようとする日に

おけるこの号の休暇を承認され、又は

労働基準法第６７条の規定により同

日における育児時間を請求した場合

は、１日２回それぞれ３０分から当該

承認又は請求に係る各回ごとの期間

を差し引いた期間を超えない期間） 

(10) （略） (10) （略） 

(11) 男性職員の配偶者が出産する場合

であってその出産予定日の６週間（多

胎妊娠の場合にあっては、１４週間）

前の日から当該出産の日後８週間を

経過する日までの期間にある場合に

おいて、当該出産に係る子又は小学校

就学の始期に達するまでの子（条例第

４条の２第１項において子に含まれ

るものとされる者を含む。以下同じ。）

（配偶者の子を含む。）を養育する職

員が、これらの子の養育のため勤務し

ないことが相当であると認められる

とき 当該期間内における５日以内 

(11) 男性職員の配偶者が出産する場合

であってその出産予定日の６週間（多

胎妊娠の場合にあっては、１４週間）

前の日から当該出産の日後８週間を

経過する日までの期間にある場合に

おいて、当該出産に係る子又は小学校

就学の始期に達するまでの子（配偶者

の子を含む。）を養育する職員が、こ

れらの子の養育のため勤務しないこ

とが相当であると認められるとき 

当該期間内における５日以内 

(12) （略） (12) （略） 

(13) 条例第１２条第１項に規定する要

介護者（以下「要介護者」という。）

の介護その他の市長が定める世話を

行う職員が、当該世話を行うため勤務

(13) 条例第１２条第１項に規定する日

常生活を営むのに支障がある者（以下

この号において「要介護者」という。）

の介護その他の市長が定める世話を



しないことが相当であると認められ

るとき １の年度において５日（要介

護者が２人以上の場合にあっては、１

０日）の範囲内の期間 

行う職員が、当該世話を行うため勤務

しないことが相当であると認められ

るとき １の年度において５日（要介

護者が２人以上の場合にあっては、１

０日）の範囲内の期間 

(14)から(20)まで （略） (14)から(20)まで （略） 

２から５まで （略） 

 

２から５まで （略） 

（介護休暇） （介護休暇） 

第１５条 条例第１２条第１項のその他

規則で定める者は、次の各号に掲げる者

（第２号に掲げる者にあっては、職員と

同居しているものに限る。）とする。 

第１５条 条例第１２条第１項の規則で

定める者は、次の各号に掲げる者であっ

て職員と同居しているものとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 条例第１２条第１項に規定する職員

の申出は、同項に規定する指定期間（以

下「指定期間」という。）の指定を希望

する期間の初日及び末日を書面により

任命権者に対し行わなければならない。 

３ 介護休暇の単位は、１日又は１時間

とする。 

４ 任命権者は、前項の規定による指定

期間の指定の申出があった場合には、当

該申出による期間の初日から末日まで

の期間（第７項において「申出の期間」

という。）の指定期間を指定するものと

する。 

４ １時間を単位とする介護休暇は、１

日を通じ、始業の時刻から連続し、又は

終業の時刻まで連続した４時間の範囲

内とする。 

５ 職員は、第３項の申出に基づき前項

若しくは第７項の規定により指定され

た指定期間を延長して指定すること又

は当該指定期間若しくはこの項の申出

（短縮の指定の申出に限る。）に基づき

次項若しくは第７項の規定により指定

 



された指定期間を短縮して指定するこ

とを申し出ることができる。この場合に

おいては、改めて指定期間として指定す

ることを希望する期間の末日を書面に

より任命権者に対し申し出なければな

らない。 

６ 任命権者は、職員から前項の規定に

よる指定期間の延長又は短縮の指定の

申出があった場合には、第４項、この項

又は次項の規定により指定された指定

期間の初日から当該申出に係る末日ま

での期間の指定期間を指定するものと

する。 

 

７ 第４項又は前項の規定にかかわら

ず、任命権者は、それぞれ、申出の期間

又は第３項の申出に基づき第４項若し

くはこの項の規定により指定された指

定期間の末日の翌日から第５項の規定

による指定期間の延長の指定の申出が

あった場合の当該申出に係る末日まで

の期間（以下この項において「延長申出

の期間」という。）の全期間にわたり第

１８条ただし書の規定により介護休暇

を承認できないことが明らかである場

合は、当該期間を指定期間として指定し

ないものとし、申出の期間又は延長申出

の期間中の一部の日が同条ただし書の

規定により介護休暇を承認できないこ

とが明らかな日である場合は、これらの

期間から当該日を除いた期間について

指定期間を指定するものとする。 

 

８ 指定期間の通算は、暦に従って計算  



し、１月に満たない期間は、３０日をも

って１月とする。 

 

第１５条の２ 介護休暇の単位は、１日

又は１時間とする。 

 

２ １時間を単位とする介護休暇は、１

日を通じ、始業の時刻から連続し、又は

終業の時刻まで連続した４時間（当該介

護休暇と要介護者を異にする介護時間

の承認を受けて勤務しない時間がある

日については、当該４時間から当該介護

時間の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間）を超えない範囲内の時間と

する。 

 

 

（介護時間） 

第１５条の３ 介護時間の単位は、３０

分とする。 

２ 介護時間は、１日を通じ、始業の時

刻から連続し、又は終業の時刻まで連続

した２時間（育児休業法第１９条第１項

の規定による部分休業の承認を受けて

勤務しない時間がある日については、当

該２時間から当該部分休業の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間）を超

えない範囲内の時間とする。 

 

 

（介護休暇及び介護時間の承認） （介護休暇の承認） 

第１８条 任命権者は、介護休暇又は介

護時間の請求について、条例第１２条第

１項又は第１２条の２第１項に定める

場合に該当すると認めるときは、これを

第１８条 任命権者は、介護休暇の請求

について、条例第１２条第１項に定める

場合に該当すると認めるときは、これを

承認しなければならない。ただし、当該



承認しなければならない。ただし、当該

請求に係る期間のうち公務の運営に支

障がある日又は時間については、この限

りでない。 

 

請求に係る期間のうち公務の運営に支

障がある日又は時間については、この限

りでない。 

（介護休暇及び介護時間の請求） （介護休暇の請求） 

第２１条 介護休暇又は介護時間の承認

を受けようとする職員は、当該休暇の承

認を受けようとする期間の始まる日の

前日から起算して１週間前の日までに

書面により任命権者に請求をしなけれ

ばならない。 

第２１条 介護休暇の承認を受けようと

する職員は、当該休暇の承認を受けよう

とする期間の始まる日の前日から起算

して１週間前の日までに書面により任

命権者に請求をしなければならない。 

２ 前項の介護休暇の承認を受けようと

する場合において、１回の指定期間につ

いて初めて介護休暇の承認を受けよう

とするときは、２週間以上の期間（当該

指定期間が２週間未満である場合その

他の市長が定める場合には、市長が定め

る期間）について一括して請求しなけれ

ばならない。 

 

２ 前項の場合において、条例第１２条

第２項に規定する介護を必要とする一

の継続する状態について初めて介護休

暇の承認を受けようとするときは、２週

間以上の期間について一括して請求し

なければならない。 

（休暇の承認の決定等） （休暇の承認の決定等） 

第２２条 職員から第２０条第１項又は

前条第１項の請求があった場合におい

ては、任命権者は速やかに承認又は許可

をするかどうかを決定し、当該職員に対

して当該決定を通知するものとする。た

だし、同項の規定により介護休暇の請求

があった場合において、当該請求に係る

期間のうちに当該請求があった日から

起算して１週間を経過する日（以下この

項において「１週間経過日」という。）

第２２条 職員から第２０条第１項又は

前条第１項の請求があった場合におい

ては、任命権者は速やかに承認又は許可

をするかどうかを決定し、当該職員に対

して当該決定を通知するものとする。 



後の期間が含まれているときにおける

当該期間については、１週間経過日まで

に承認するかどうかを決定することが

できる。 

２ 任命権者は、病気休暇、特別休暇、

介護休暇又は介護時間について、その事

由を確認する必要があると認められる

ときは、証拠書類の提出を求めることが

できる。 

２ 任命権者は、病気休暇、特別休暇又

は介護休暇について、その事由を確認す

る必要があると認められるときは、証拠

書類の提出を求めることができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は平成２９年４月１日から施行する。 

（平成２９年改正条例附則第２条の規定による指定期間の指定） 

２ 四日市市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条

例（平成２９年四日市市条例第３号。以下「平成２９年改正条例」という。）附則

第２条に規定する職員の申出は、四日市市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に

関する条例（昭和２８年四日市市条例５号）第１２条第１項に規定する指定期間（以

下「指定期間」という。）の末日とすることを希望する日を書面により任命権者に

対し行わなければならない。 

３ 任命権者は、前項の規定による指定期間の指定の申出があった場合には、平成２

９年改正条例附則第２条に規定する初日（以下「初日」という。）から当該申出に

よる期間の末日までの期間の指定期間を指定するものとする。 

４ 平成２９年改正条例附則第２条に規定する職員（以下「職員」という。）は、第

２項の申出に基づき前項若しくは第６項の規定により指定された指定期間を延長し

て指定すること又は当該指定期間若しくはこの項の申出（短縮の指定の申出に限る。）

に基づき次項若しくは第６項の規定により指定された指定期間を短縮して指定する

ことを申し出ることができる。この場合においては、改めて指定期間として指定す

ることを希望する期間の末日を書面により任命権者に申し出なければならない。 

５ 任命権者は、職員から前項の規定による指定期間の延長又は短縮の指定の申出が

あった場合には、初日から当該申出に係る末日までの期間の指定期間を指定するも

のとする。 



６ 第３項又は前項の規定にかかわらず、任命権者は、それぞれ、公布の日から第２

項の規定により申し出た指定期間の末日とすることを希望する日までの期間（以下

「施行日以後の申出の期間」という。）又は第２項の申出に基づき第３項若しくは

この項の規定により指定された指定期間の末日の翌日から第４項の規定による指定

期間の延長の指定の申出があった場合の当該申出に係る末日までの期間（以下「延

長申出の期間」という。）の全期間にわたり第１８条ただし書の規定により介護休

暇を承認できないことが明らかである場合は、当該期間を指定期間として指定しな

いものとし、施行日以後の申出の期間又は延長申出の期間中の一部の日が同条ただ

し書の規定により介護休暇を承認できないことが明らかな日である場合は、これら

の期間から当該日を除いた期間について指定期間を指定するものとする。  

（準備行為） 

７ 第２項の指定期間の指定の申出はこの規則の施行の日前においても行うことがで

きる。 

 

（総務部人事課） 


